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いきいきコンパス2030 正和⾏学グループ 統合中期５か年経営計画（案）20260331 

 
 

いきいきコンパス2030 
正和⾏学グループ統合中期5か年経営計画（案） 

（2025-2030） 
 

 

正和⾏学グループは、「いきいき社会」を創ります。  
それは、こどもから大人まで、一人ひとりが尊重され、自分らしく生きられる社会です。  
その実践の軸を「こども中心」に置き、保育・教育・福祉の現場から具体的な仕組みとし
て社会へ広げていきます。  
いきいきコンパス2030は、その実現に向けた統合経営計画です。  
理念を掲げるだけでなく、人材・財務・DX・ガバナンスを再構築し、社会の中に確かな
形として実装していきます。 
 

 

正和⾏学グループ 
学校法人 正和学園 

社会福祉法人 芳美会 
株式会社 カンガルーズ 

合同会社 ひろがり保育プロジェクト 
NPO法人 いきいきまちだ 

 

関連法人 
学校法人ソーシャルインパクト学園 

株式会社 Okara Terrace 
株式会社 ユナイテッドマジック 

ビーネイチャースクール 
株式会社 アクティブ・ラーニング・アカデミー 

 

所属団体 
社会福祉連携推進法人 新しい保育イニシアチブ 

他 
 

2026年3月31日 
 



2025基盤づくり 2026試行と交流 2027広がりと定着 2028発展と共生 2029総括と次期展望 2030　こんな社会にしたい！

自然を媒介に、子ども

と地域が日常的に出会

い、共に活動すること

が“いとなみ”化する。

日常的にさまざまな人と出会

える状況を継続的に園内外に

創出する。子どもたちが自然

を媒介にして地域と共に活動

をしてそれぞれが当事者性を

もって関わる状況がいとなみ

化する。

- 子どもが自然に触れる

機会を定期化

- 職員が地域資源を探し

出すリサーチ開始（3園

合同での竹プロジェクト

始動）①おから活動の種

類や場の増加・竹・コン

ポストの土づくり・コメ

のサイクル意識　②自然

エネルギーの見える化・

非常用電源の活用開始・

安全管理委員会職員が誰

でも使用できるようにな

る　③AED/災害時協力

井戸のある場所表示・独

自の防災拠点になる　④

地域の生態系（カブトム

シなどの）維持と連携・

飼育動物の介在教育

交流を仕組みに組み込む

- 園ごとに「地域の人と

の出会いプログラム」を

年間計画に位置づけ

- 園庭や空きスペースを

地域と共有（週末開放・

自然遊びイベント）

- 子どもが主体で関われ

る「小さな役割」づくり

（花の水やり、地域の掃

除・地域掲示板づくり）

竹プロジェクト：1年を

通した竹の活用の種類が

増加。メンマづくりを学

生も一緒に実施。

田んぼづくり（小学生や

地域の方々が参加できる

活動を1年通して、3園合

同にて開始。

- 地域の自然（川・里

山・田、畑）をフィール

ドにした探究活動

- 子ども・保護者・地域

住民が一緒に取り組む

「季節のいとなみ田んぼ

活動」を定期開催してい

ることが地域でも周知さ

れる。

- 他園や団体と交流し

「多様な大人と出会う機

会」を増やす

・ 高齢者・学生・地域団

体との継続的プロジェク

トを運営

・ 自然を媒介にした「地

域まるごと学び場」構想

を試行

・子どもが自分の意見や

やりたいことを活動に反

映する仕組みの導入

これまでの活動を総括

し、持続可能な運営体制

を確立。地域ボランティ

アや保護者有志共に、自

主的な運営体制が整う。

園主体の取り組みから地

域主体へと発展してい

く。行政・関係機関との

連携協定し、安定した支

援と役割分担のもとで事

業を継続できる体制を整

える。年度末には最終評

価を実施し、成果指標の

達成状況を測定するとと

もに、次期計画（2031年

度以降）への課題と展望

を整理。

地域住民、誰もが子育てに関わり、支え

合う社会にする。自然を媒介にして、子

どもを真ん中に据えた地域共生コミュニ

ティの中核となり、「保育＋子育て支援

＋地域の居場所」を一体化した新しい保

育園の役割モデルを構築し、保育所・こ

ども園の新しい価値を創る。

- 子どもが自然に触れる

機会を定期的にもつ（竹

プロジェクト・園庭・近

隣の公園・里山・畑等）

地域の専門家との協働に

よる活動の充実

- 園庭や空きスペースを

地域と共有（冒険遊び

場・週末開放・自然遊び

イベント）

-持続可能な仕組み（助成

金）に応募

- 園庭や空きスペースを

地域と共有（冒険遊び

場・週末開放・自然遊び

イベント）

-自治会と連携し、防災や

地域安全の視点も取り入

れる

-持続可能な仕組み（助成

金）に応募

‐里山・水辺などの整備・

活用プロジェクトを展開

-学校・こども園と連携し

た「自然体験学習」の拡

充

-持続可能な仕組み（助成

金）に応募

・持続可能な仕組み（助

成金）に応募

・地域との交流、モデル

発表

・成果の評価（地域満足

度・参加人数・自然環境

指標）

・成果報告会・冊子や動

画による記録・発信

・次の5年間に向けた課

題整理とビジョン共有

地域と持続可能な園を創る！　持続可能

なキーステーション　「多世代交流の開

かれた拠点化」　すべての人が主役にな

れる社会

- 職員が地域資源を探し

出す、リサーチ開始

地域合同会議に継続的に

参加し、どのようなニー

ズがあるかをさぐる。主

体的に動けるときには動

く。

・ 子どもが主体で関われ

る地域での「小さな役

割」づくり（花の水や

り、地域掲示板づくり）

・授業参画の回数・参加

学生数を増加

・園内環境（畑・里山・

動植物）を活用した活動

の展開

・学生が主体的に企画を

考え、子どもと実践

・地域住民も参加できる

オープンプログラム実践

・学校との協働を研究や

地域貢献活動に発展

・学生の学びを商店街活

動や地域イベントに応用

・子どもたちが地域愛着

を深める機会を創出

・学生参画の成果を評価

（子ども・学生・教職

員・地域住民の声を収

集）

・成果の発表・記録（報

告会、冊子、映像など）

・次の5年間に向けた教

育モデル・研究連携・地

域貢献の方針検討

・持続可能な仕組みづく

り

園だけで地域を考えるのではなく、学生

も園をフィールドとして使用できるのが

いとなみ化される。園も、学校施設等を

利用できる関係性をもつ。共に、活動を

企画する。学生も主体的に企画を考え、

子どもと実践する機会を多く持つ。

いとなみ保育プロジェクト　中期経営プラン   （地域共生・地域共創を生成するフラッグシップ　持続可能な多機能型施設運営）

・それぞれの園が、深くかかわる地域の高校や

大学をもつ。実習以外で、子どもと学生が交わ

る機会を多く持つ。高校・大学の授業参画。学

生が、授業にて園内環境の活用し、子どもたち

と交流するし学生が参画することが当たり前と

なる。

園関係者のみで、企画等していたことが、地域

共生コミュティづくりの中核となり、地域の関

係人口を増やし、地域の方々とよりよい場づく

りをしていく。また、その地域環境の中で、子

どもたちが育っていく体制をつくる。

地元商店街・自治会などとより密につながる・

共に創り出す事業実施（3園/つるぼう/町田山崎

団地冒険遊び場参加）「やまぼう」浸透する。

セントラル商店街とつながる。町内会に会場を

貸しだしの関係性を確立する。

中期プラン

プラン内容

中期プラン突合

分野 №

新

規

/

既

存

３.
社会連携、
社会貢献 1

継
続

項目

№

地

域

共

生

・

地

域

共

創

地域共創：地域と共に

自然をテーマに交流の

場を創っていく

地域住民、地元商店街・自治

会と共に地域を創る・各学

校、教育機関関係者と共に地

域を創る

中期目標

目標の説明重点項目

5年計画

目標
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子育てジャニーを基に
した多機能化

保護者の方々が園との関係性を
もつ活動参加を様々な選択肢か
ら選べるような機能を付加す
る。
切れ目のない「子育てジャー
ニー設計」。

・"非在園児も含め、多
様な通い方ができ、仲間
ができるコミュニティの
場
・就労にかかわらない
『子育て支援』を実行
・保護者参加型プログラ
ムを日常運営に組み込む

・「子育てジャーニー」
の公表や活用。

・週1回・短時間利用な
ど柔軟なコースを試行
・定期利用児（週1～5

日）や学童連携し、未就
園児から小学生まで継続
的に支援
・保護者のニーズ調査を
して、プログラムを改善

・地域資源（NPO、大

学、商店街等）と連携し

た活動を展開

・高齢者・学生ボラン

ティアの受け入れ

・学童や小学生支援を含

む「継続的な子育て支援

モデル」を確立。

・保護者の交流や学びの

場を設け、子育てを地域

全体で支える仕組みを強

化。

・地域資源との本格連携

・利用者・保護者・地域

住民の評価収集と利用実

態や改善に反映。

・学び・交流が循環する

ハブとなり、機能を明確

化。

・「まちのプラット

フォーム」として定着。

・未就園児から小学生、保護者、高齢者

までを含む、園が「まちのプラット

フォーム」になる。

ご家庭の希望に柔軟に応えられる対応体制を整

える。DX化をすすめ、来園しなくても、申請で

きる仕組みづくり。

独自の誰でも通園制度を

実行する

・保護者のニーズ調査を

実施し、多様な利用モデ

ルを整理

・多様な働き方をしてい

る保護者への支援を展開

・地域のNPOや企業と連

携し、特色ある活動を提

供

独自の誰でも通園制度を

考え実行する

※花の木は未就園児預か

り推進事業開始(８月開

始）

※町田自然幼稚園は2026

年度4月より満３歳児ク

ラスをスタートさせる

・園庭開放や一時預かり

の拡充

・地域子育て支援事業の

充実（親子ひろば、相談

日）

・在園児と非在園児が自

然に混ざる交流の回数の

増加

地域に暮らすすべての人

を対象とした包摂的な拠

点

子どもや保護者だけにとどま

らず、高齢者、障がいのある

方、子育て世代、若者など、

地域に暮らすすべての人を対

象とした包摂的な拠点とな

る。

日常的な交流から災害時、緊

急時の相互支援も見据えた、

持続可能で安心できる地域づ

くりに寄与する。

・英語版入園願書

・AI活用

・保育/発達相談ソーシャルワーク（相談支

援）

・子どもの権利の発信/アドボカシー

・コミュニティスペースの開催

・こども版ケアマネ・コンシェルジュ

（必要とされる家庭へのアプローチ）

独自の誰でも通園制度を考え実行する

※花の木は未就園児預かり推進事業開始(８月開

始）

園との関わり、体験、入園等を希望する

ご家庭が、園でどのような希望にも対応

できる柔軟な運営をする。

独自の誰でも通園制度を

実行する

・在園児・非在園児を分

けない「オープンな子育

て拠点」として確立

・柔軟な利用モデルを制

度化

・ 地域住民・行政と協働

し、全国に発信するモデ

ル園へ

独自の誰でも通園制度を

考え実行する

・保育＋学童＋地域活動

をシームレスに提供する

多機能モデル化

・高齢者や大学生ボラン

ティアとの協働プログラ

ム開始

・家庭ごとの通い方に合

わせた「パーソナライズ

型サポート」それぞれの

園で「あなたの保育コン

シェルジュ」をつくる

独自の誰でも通園制度を

実行する

・一時預かりと学童保育

を連携し、ライフスタイ

ルに合わせた柔軟運営

持
続
可
能
な
多
機
能
型
施
設
運
営

7.
組織

運営体制

新
規

1
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つながり保育プロジェクト 中期経営プラン  （まちの中にインクルージョンが当たり前の子育て環境を構築する） 
項目

分野 重点項目 目標 目標の説明

2025基盤づくり 2026試⾏と交流 2027広がりと定着 2028発展と共生 2029総括と次期展望 2030こんな社会に

1

ま
ち
と
共
鳴
し
合
う
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」

の
い
ち
ぶ
に
な
る

子育て応援社会
の実現

妊娠期から就学後まで切れ
目のない「子育てジャー

ニー」を整備し、家族と地
域をつなぐ拠点をつくる。

プレママパパ→一時保育

→入園→進級の流れを確

実に推進。地域の拠り

所として、小尾s建て応

援窓口

こども園進級オープン
デーを定例化こども園
と協力体制強化。
親子イベントや土曜秋
施設開放を継続し、利
用者の声を集めて改善
する。

地域親子や多文化家庭
も参加できる常設型コ
ミュニティとして定例
化。

こども園進級オープン
デーを発展させ、地域
の育ちの循環をさらに
見える化する。

つながり保育ンプロ
ジェクトのブランド
を、地域・自治体へ共
有発信しつなぐ役割と
なる

「子育てはまちの営

み」という価値観が当

たり前になり、家族が

孤立せず支え合うまち

になる。

ま
ち
に
貢
献
す
る

「まちぐるみの学び」

を基盤に、こどもを軸

としたつながりを広

げ、持続可能な社会環

境の創造を目指す。

地域社会（商店街、行

政、多世代住民）と連携

し、地域行事への参加や

まちの美化活動への貢献

を通じて、こどもを中心

に広がる地域社会の新た

な可能性を探り、実現し

ていく。

フェスタなど地域行事

にボランティアをつな

がり卒園児小中高大生

で保育士体験参加者や

単発アルバイトに呼び

かけ。

こども実行委員会を立

ち上げ、フェスタ企画

運営。
商店会や住民と連携

し、学齢児の参画を増

やす。

防災訓練や危機対応に

地域と共同で取り組

む。

地域貢献活動を体系化

し、地域の担い手育成

を次期計画に反映。

こどもが地域の一員と

して参画することが当

たり前になり、まちが

共に育つ。

居
場
所
を
ケ
ア
す
る
。
所
属
感

(

B
e
l
o
n
g
i
n
g
s

)

こどもが安心して「自

分の居場所がある」と

感じられる所属感

（Belonging）を育む取

り組みを通して、ソー

シャルワーカーとして

の役割を担う。

乳幼児とのつながりを起点

に、小学生から大学生まで

（特別支援校、不登校児、

通信制高校生を含む）幅広

い世代との交流を促進す

る。それにより、こどもの

社会的幸福感を向上させる

とともに、次世代育成支援

の取り組みとして定着を図

る。

卒園児やきょうだい児
地域の小中高大生の保
育士体験プログラムを
定期化。

。

小中高大生の保育士体
験プログラムを定期
化。

特別支援校・通信制高
校・不登校児も参加で
きる枠を拡充。

地域行事の実行委員会
に多世代の若者が関わ
る仕組みを整備推進

地域と連携したの仕組
みを確立し、次世代へ
引き継ぐ体制をつく
る。

誰一人取り残されず、
地域で育ち合い貢献し
合う文化が根づく

7.
組織

運営体制
1

新
規

変
化
を
受
け

入
れ
、
他
社
を
尊
重
す
る

こども発信を受け止め
広げる保育者の対応力
を高め、社会的ウェル
ビーイングの実現を目
指す

0・1・2歳児の居場所をケ

アすることは、ウェルビー

イングの向上につながる。

そのためには、一人ひとり

に寄り添うとともに、保育

者同士が子どもの姿を分か

ち合う機会を持ち、所属感

を大切にした関わりへとつ

なげていくことが必要であ

る。

ドキュメンテーショ
ン・ポートフォリオを
通じ深め合い、事例共
有の場と外部への発信
や事例論文を提出

未来保育の変革推進
プロジェクトの中心拠
点としてイメージの変
革
みんぐるくらぶを町田
地域に設置

多文化・障がい児家庭
も安心できる環境整備
を実践。戸みんぐるく
らぶの連携強化

つながりブランドの見
直し。
保育者育成の学び合い
研修プログラムを拡
張。

育成プログラムを総括
し、次世代リーダー育
成計画を策定。

自律的に学び続ける保
育者チームが育ち、変
化に強い組織文化が定
着する。
近隣の保育園も巻き込
んで
保育の語り合いができ
るようになる。

プラン内容

中期プラン中期プラン突合 新
規
/
既
存

中期目標

№
5年計画

３.
社会連携
社会貢献

・土曜空き施設利用　親子ふれあいコミュニティ（プレマ
マパパ園児　地域親子）
おもちゃひろば月１回　おやこヨガ開催ゆったりラウンジ
利用推進(火)(水)(金)
・つながりからこども園への進級推進のための、オープン
デー園体験の充実

・日常的なニューロダイバーシティ価値の実現
子育てのしづらさを感じているご家庭へみんぐるくらぶ
（児発支援）と
接続
・他県からの流入子育て世帯やの見学や一時保育利用推進

・こども達と育てたお花を活用した押し花カードやお花の
苗を近隣へ配る
・春秋の花壇コンクールに向け、苗植え替え水やりなど
を、環境整備委員会を中心に地域の方にも協力者を募る。
・地域の行事や商店会の役員など率先して企画運営に協力
する。フェスタや祭りで小中高大生によるこどもの実行委
員会を設定

・町田駅周辺の変化するまちに緊急時の対応にも即対応で
きる体制と助け合いのつながりづくり
・危機管理マニュアルを盛り込んだ訓練実施
地域を巻き込んだ訓練実施
保護者を交えた申し合わせ訓練や配信

・運営の厳しい近隣保育園に対し、つながり保育プロジェ
クトとして新たな園づくりに取り組み、つながりブランド
の構築
ステーション拠点の見直しも柔軟に対応する。
・012歳児のこどもの探究心を組み取りる保育者の対応力向
上に努めることが、こども一人ひとりの所属感を大切にす
ることと捉える。

・対応力向上のために、保育カンファレンスの継続的な実
施と、こどもの学びの事例を発信する
・多言語多文化の外国籍のご家庭とのつながりを、大切に
食支援も含めた保育園での具体的な工夫推進
・障がい児も保護者も安心できる、かかわりあい。日常的
なニューロダイバーシティ価値の実現

・小中高大学生の保育士体験　地域行事への実行委員とし

て活躍の場を

・特別支援高・通信制の高校生・不登校の小中学生支援の

受け入れ

・地域の行事フェスタや祭りで小中高大生によるこどもの

実行委員会を設定

継
続
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●いきいきコンパス2030　中期5か年計画（案）

● 重点項目(1) 地域と共生し、人とまちを結ぶ保育園へ

● 重点項目(2) 地域課題に応え、⾏動を起こす拠点へ

● 重点項目(3) 社会と連携し、こどもの⼒を社会へ

2026年3⽉31⽇
施設名及び部門名 施設及び部門の目的や存在意義

ひろがり保育プロジェクト 多様な他者を巻き込む、究極の地域共創
目的や存在意義の説明

私たちの学校法⼈は、保育事業において先駆的な取り組みを進め、「こどもを社会の中⼼に据える視点」や、「妊娠期・乳児期から⼩学校就学まで切れ目のない持続的な育ちの⽀援」、「プッシュ型⼦育て⽀援事業」を実践しています。インクルーシブと多様性の尊重を基盤に、地域とともに⼦育てを⽀える存在として、保育・
教育の質を高め、未来を創る拠点となることを目指します。地域にとってなくてはならない存在となるため、私たちは多様な他者を巻き込み、究極の地域共創を実現します。

中期プラン突合 新
規
/
既
存

実施項目 目標 中期計画プラン 進捗管理
担当

責任者

主要パフォーマンス(KPI) 財源/予算案

分野 № № 重点項目 目標 目標の説明 目標値 実績 項目名 概算額
執
⾏
月

年度別活動
プラン内容 ％ 説明 指標名 指標説明

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

新
規 2

地域づくりの拠点とし
て、ソーシャルアクション
を起こす

地域共創グルー
プ４園が、取り
組みの進捗状
況及び情報共
有を確実に進
め、グループ全

体で目標達成に
向けて協働す

る。

渋谷区・江東区・埼玉県という
異なる地域性を活かしながら、重
点項目１で提示した共通テーマ
活動を企画し実⾏する。進捗状
況は月1回のオンライン管理職会
議で共有し、重点項目との整合
性を検証する。さらに、各期理事
会での報告を通じて、活動の透
明性と継続性を確保します。これ
により、グループ4園が協働を進め
ながら地域づくりのハブとして機能
し、社会的責任を果たす基盤を
整える。

年間を通じて重点項目の進捗管理をグ
ループ全体で⾏い共有する。第1四半期は
キックオフ会議を開催して重点項目を共有
し、地域課題の調査結果に基づく活動案
を協議する。さらに管理職以上の進捗管
理会議を各月実施する。また、地域性を活
かした各施設の活動を各四半期1回以上
実施する。第4四半期は、当該年度地域
共創グループ事業報告作成に向けて協議
するとともに、次年度の計画を策定する。各
園の活動は、月例の進捗管理会議で共有
し、地域に向けた取り組みを月例管理職
会議で管理し、⽅向性のぶれを防ぐ。

地域の町内会など
各種団体が開催
するイベント企画の
運営補助などの役
割を果たし、地域
にとって必要な施
設として機能する。
各施設ごとに地域
の実情に合わせて
四半期目標を定
め、グループ全体
の年間目標を30
回以上とする。

重点項目(1)で実
施する共通テーマ
の活動を各4半期
1回以上実施し
て、参加した個人
及び団体へのアン
ケートで次回も継
続したいという回答
の割合を、グルー
プ全体で年間
80％以上になるよ
う、各施設の実情
に合わせて4半期
ごとの目標を設定
して取り組む。

重点項目１．で
実施する共通テー
マの活動を各4半
期1回以上実施し
て、参加した個人
及び団体へのアン
ケートで次回も継
続したいという回答
の割合を、グルー
プ全体で年間
80％以上になるよ
う、各施設の実情
に合わせて4半期
ごとの目標を設定
して取り組む。

重点項目１．で
実施する共通テー
マの活動を各4半
期1回以上実施し
て、参加した個人
及び団体へのアン
ケートで次回も継
続したいという回答
の割合を、グルー
プ全体で年間
80％以上になるよ
う、各施設の実情
に合わせて4半期
ごとの目標を設定
して取り組む。

重点項目１．で
実施する共通テー
マの活動を各4半
期1回以上実施し
て、参加した個人
及び団体へのアン
ケートで次回も継
続したいという回答
の割合を、グルー
プ全体で年間
80％以上になるよ
う、各施設の実情
に合わせて4半期
ごとの目標を設定
して取り組む。

重点項目１．で
実施する共通テー
マの活動を各4半
期1回以上実施し
て、参加した個人
及び団体へのアン
ケートで次回も継
続したいという回答
の割合を、グルー
プ全体で年間
80％以上になるよ
う、各施設の実情
に合わせて4半期
ごとの目標を設定
して取り組む。

新
規 3 社会と連携して、こども

たちが活躍、貢献する

地域共創グルー
プ４園が、取り
組みの進捗状
況及び情報共
有を確実に進
め、グループ全
体で目標達成に
向けて協働す
る。

⼦どもたちが社会と関わり、主体
的に活動する機会を確保し、渋
谷区・江東区・埼玉県という地
域性を活かしながら重点項目の
趣旨に沿って、こどもたちが地域
貢献プロジェクトなどに取り組み、
活躍、貢献出来るようにグループ
全体で取り組む。また、地域性を
活かしながらこどもたちの活動を
⽀援し、重点項目との整合性を
各月オンライン（対面）会議を
実施して検証する。また各施設
間の保育者の交流（交換留学
など）を促進して、⼦どもたちが
社会の一員として自覚を持ち、
活躍できる環境を整える。

年間を通じて重点項目の進捗管理をグ
ループ全体で⾏い共有する。また保育職員
の交流を通して相互理解を深める。第1四
半期はキックオフ会議を開催して重点項目
を共有し、重点項目の主旨に沿ったこども
たちの活動案について協議する。さらに管理
職以上の進捗管理会議を各月実施する。
また、地域性を活かした各施設のこどもたち
の活動を各四半期1回以上実施する。第
4四半期は、当該年度地域共創グループ
事業報告作成に向けて協議するとともに、
次年度の計画を策定する。各園の活動
は、月例の進捗管理会議で共有し、こども
たちが地域に向けて活躍、貢献する取り組
みの⽅向性のぶれを防ぐ。

各施設
管理職

保育職員

1.こどもの地
域社会
貢献数

2. 地域から
の評価

％

こどもが社会の一員とし
て役割を果たし、自己肯
定感を高めることを目的
とする。
1.こどもがたちが主体とな
る地域貢献活動を年間
6回以上
2.「地域からの評価」で、
協働団体や地域住⺠が
「⼦どもの活動が地域に
良い影響を与えた」と回
答する割合を年間75％
以上
　これにより、⼦ども主体
の活動が地域に価値を
生み、社会との連携が
強化される。評価は活
動後アンケートと地域評
価調査で実施する。

グループ全体
各年度

1. 6回以上

2. 活動後
アンケート
高評価

年間平均
75％以上

中期計画初年度
の活動として、探
究活動を軸とした
魅⼒ある保育活動
を企画・実践し、
SNSなど利⽤して
こどもたちの活動を
発信することで各
施設の認知度を⾼
め、発信素材として
ドキュメンテーション
を作成する。各施
設の活動計画に合
わせて4半期ごとの
目標を定め、施設
掲示などへのドキュ
メンテーション作成
数の年間目標を
250掲載以上とす
る。

毎⽉開催されるグ
ループ管理職会議
で各地域の実情を
共有して共通テー
マによる活動をグ
ループ全体で年間
6回以上とする。連
携した地域住⺠・
各種団体へのアン
ケートを実施して、
「こどもたちの活動
が地域に良い影響
を与えた」と回答し
た割合が年間平均
75％以上になるよ
うに各施設が取り
組む。

毎⽉開催されるグ
ループ管理職会議
で各地域の実情を
共有して共通テー
マによる活動をグ
ループ全体で年間
6回以上とする。連
携した地域住⺠・
各種団体へのアン
ケートを実施して、
こどもたちの活動が
地域に良い影響を
与えた鳥栖割合が
年間平均75％以
上になるように各
施設が取り組む。

毎⽉開催されるグ
ループ管理職会議
で各地域の実情を
共有して共通テー
マによる活動をグ
ループ全体で年間
6回以上とする。連
携した地域住⺠・
各種団体へのアン
ケートを実施して、
こどもたちの活動が
地域に良い影響を
与えた鳥栖割合が
年間平均75％以
上になるように各
施設が取り組む。

毎⽉開催されるグ
ループ管理職会議
で各地域の実情を
共有して共通テー
マによる活動をグ
ループ全体で年間
6回以上とする。連
携した地域住⺠・
各種団体へのアン
ケートを実施して、
こどもたちの活動が
地域に良い影響を
与えた鳥栖割合が
年間平均75％以
上になるように各
施設が取り組む。

毎⽉開催されるグ
ループ管理職会議
で各地域の実情を
共有して共通テー
マによる活動をグ
ループ全体で年間
6回以上とする。連
携した地域住⺠・
各種団体へのアン
ケートを実施して、
こどもたちの活動が
地域に良い影響を
与えた鳥栖割合が
年間平均75％以
上になるように各
施設が取り組む。

新
規 1

インクルーシブ共生社
会を前提に、保育園が
人やまちをつなげる

地域共創グルー
プ４園が、取り
組みの進捗状
況及び情報共
有を確実に進
め、グループ全
体で目標達成に
向けて協働す
る。

この目標を達成するために、地域
共創チーム４園がオンライン会議
や対面協議を通じて進捗を確
認・管理し、各園の取り組みがグ
ループ全体の⽅向性と一致する
よう調整してグループ全体の取り
組みとする。さらに、渋谷区・江
東区・埼玉県さいたま市・三郷
市/吉川市という異なる地域性を
活かしながら、重点項目２に
沿った共通テーマでイベントを開
催し、重点項目との整合性を検
証して目標達成に向けて協働す
る。これにより、地域コミュニティの
多様性を尊重し、持続可能なつ
ながりを築く。

地域人材・保護者
との交流を通して
関係人口をふや
す。グループ全体と
して、各四半期10
回以上の交流機
会、年間で50回
以上の交流機会
数を目標とする。

グループ各施設が
共通テーマによるイ
ベントを各四半期
1回以上開催し、
団体・個人との連
携数の目標をグ
ループ全体で50
以上として各施設
共通の「地域連携
フォーマット」に記
録・蓄積する。また
共通テーマイベント
参加者対象アン
ケート（共通フォー
マット）を実施し
て、⾼評価が年間
80％以上になるよ
うに、各施設の実
情に合わせて4半
期毎の目標を設定
して取り組む。

1. グループ各施設共通
の「地域連携フォーマッ
ト」を作成して導入する。
４施設合計で連携数
50以上を年間目標とす
る。2. グループ共通テー
マによるイベント参加者
対象アンケートを実施し
てグループ全体高評価
80％以上を年間目標と
する。1.2.ともにグループ
月例会議で進捗を管理
し、地域性を活かしなが
らも重点項目の⽅向性
のぶれを防ぐ。

グループ全体
各年度

1.連携数
50以上

2.イベント
アンケート結果

高評価
80％以上

各施設
管理職

グループ各施設が
共通テーマによるイ
ベントを各四半期
1回以上開催し、
団体・個人との連
携数の目標をグ
ループ全体で50
以上として各施設
共通の「地域連携
フォーマット」に記
録・蓄積する。また
共通テーマイベント
参加者対象アン
ケート（共通フォー
マット）を実施し
て、⾼評価が年間
80％以上になるよ
うに、各施設の実
情に合わせて4半
期毎の目標を設定
して取り組む。

グループ各施設が
共通テーマによるイ
ベントを各四半期
1回以上開催し、
団体・個人との連
携数の目標をグ
ループ全体で50
以上として各施設
共通の「地域連携
フォーマット」に記
録・蓄積する。また
共通テーマイベント
参加者対象アン
ケート（共通フォー
マット）を実施し
て、⾼評価が年間
80％以上になるよ
うに、各施設の実
情に合わせて4半
期毎の目標を設定
して取り組む。

グループ各施設が
共通テーマによるイ
ベントを各四半期
1回以上開催し、
団体・個人との連
携数の目標をグ
ループ全体で50
以上として各施設
共通の「地域連携
フォーマット」に記
録・蓄積する。また
共通テーマイベント
参加者対象アン
ケート（共通フォー
マット）を実施し
て、⾼評価が年間
80％以上になるよ
うに、各施設の実
情に合わせて4半
期毎の目標を設定
して取り組む。

グループ各施設が
共通テーマによるイ
ベントを各四半期
1回以上開催し、
団体・個人との連
携数の目標をグ
ループ全体で50
以上として各施設
共通の「地域連携
フォーマット」に記
録・蓄積する。また
共通テーマイベント
参加者対象アン
ケート（共通フォー
マット）を実施し
て、⾼評価が年間
80％以上になるよ
うに、各施設の実
情に合わせて4半
期毎の目標を設定
して取り組む。

年間を通じて、施設が地域の⼈々をつなぐ
ハブとして機能するための基盤整備を⾏う。
グループ４園合同で管理職以上のオンライ
ンキックオフ会議を開催し、定例のオンライン
（対面）の会議を開催して進捗状況と情
報共有を⾏い、施設間のコミュニケーション
を強化する。渋谷区・江東区・埼玉県さい
たま市・三郷市/吉川市の地域性を活かし
た共通テーマによるイベントを各期1回開催
し、定例会議においてイベントの振り返りと
重点項目との整合性を検証する。第4四
半期では、年間総括会議を開催し、当該
年度地域共創グループ事業報告作成に向
けて協議するとともに、次年度の計画を策
定する。各園の活動は、月例の進捗管理
会議で共有し、グループ全体の⽅向性がぶ
れないよう調整する。

法⼈事務
各施設
管理職

1. 連携
合計数

2. 高評価
％

「地域協働の持続性」を
指標として、参加個⼈お
よび協働団体のうち「次
回も連携したい」と回答
する割合を年間80％以
上と設定する。これによ
り、グループ各施設が地
域課題解決の拠点とし
て機能し、持続的なパー
トナーシップを形成する。
評価は活動後アンケート
と協働した個⼈および団
体へのフィードバック調査
で⾏う。

グループ全体
各年度

次年度継続
80％以上

協働の
継続
％

理事⻑承認印
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財源
または
削減額
支出
⾒込
財源
または
削減額
支出
⾒込

財源
または
削減額
支出
⾒込
財源
または
削減額
支出
⾒込

財源
または
削減額

支出
⾒込

財源
または
削減額

支出
⾒込

●2026年度 事業計画 重点項目⼀覧表（案） 2026年　12⽉　17⽇（⽔）

施設名及び部門名 施設及び部門の目的＝存在意義

ひろがり保育プロジェクト 共生づくりチーム 誰⼀人取り残さない、究極の多文化共生保育を実現する
目的や存在意義の説明

「すべての子どもにひらかれた、一人ひとりのちがいを前提に、みんなで育ち合う保育を実現する」
国籍やことば、発達の特性、家庭背景などのちがいを、特別な例外としてではなく、最初からそこにあるものとして受け⽌める保育をめざします。　　子どもを分けたり選別したりせず、ちがいがあるまま共に過ごし、関わり合いながら育つ経験を⼤切にします。　一人ひとりが守られ、役割をもち、支え合う中で、す
べての子どもが安⼼して学び、成⻑できる環境をつくり、その積み重ねを共に⽣きる社会の⼟台へとひろげていきます。

中期プラン突合 新
規
/
既
存

実施項目 目標 2026年度 事業プラン 進捗管理
担当

責任者

主要パフォーマンス(KPI) 財源/予算案

分野 № № 重点項目 目標 目標の説明
四半期別活動

プラン内容 項目名 概算額
執
⾏
月4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

％ 説明 指標名 指標説明 目標値 実績

① ちがいのある子ども・家庭を、そのまま受け入れる保育をつくる

新
規

1

様々な機能を内包
又は関係機関と連
携することで包摂す
る。

保育認定の有無
や国籍、こと
ば、発達特性、
医療的ケアの必
要性などにかか
わらず、
多様な子ども・
家庭・保育者・
事業機能を、
広尾・外大・元
麻布の3園が一体
となって内包

この目標は、
・保育認定アリ・ナシ
・障害児・医療的ケア児の受け
入れ
・外国人家庭・外国人保育者・
多言語対応
・児童発達支援、医療的ケア、
土日祝日・長時間保育
・小学生連携、STEAM、英
語、多言語
・プレママ・母親相談、だれ通、
多様な他者事業
といった個々の機能を園ごと

「機能の可視化と
役割整理」
3園が持つ多様な機
能を洗い出し、主担
当・連携・共有の役
割を整理する。3園
共通で使う連携
ルール（相談・紹
介・共有）を確認
→まずは⾒える化す

「チームとしての実
践開始」
3園で役割分担した
機能を実際に連携
させ、チーム対応を
動かし始める。「でき
る園が対応し、情報
は3園で持つ」運用
を定着
→個別対応をチー

3園共
通で活
用でき
る「連
携・対
応ガイ
ド」の整
備・活
用状況

広尾・外大・元麻布の
3園がチームとして、
多様な子ども・家庭・
支援ニーズに対応す
るため、各園の役割、
ケース別の初動対応、
園をまたぐ連携の流
れ、実践事例、相談先
をまとめた共通の「連
携・対応ガイド」を作
成・更新し、実際の現
場で活用できている
かを成果として確認
する。

年間6回以上（原
則2か月に1回）
年度内にガイド
ブック完成する

こと

② 保育園を、地域の中にひらき、人と人をつなぐ

新
規

2

コミュニティへの参画
と、地域こども社会
の起点になる

「包摂の定着と横
断活用」
3園共通の資源とし
て機能を横断的に
活用し、包摂の質を
高める。「どの園にい
ても同じ支援につな
がる」状態をつくる→
園差を超えた安⼼
感の形成

「評価と次年度への
引き継ぎ」
3園チームとしての包
摂体制を振り返り、
次年度に引き継ぐ。
機能のアップデートと
次年度計画への反
映
→一過性にせず「仕
組み」にする

保育認定の有無や国籍、ことば、発達
特性、医療的ケアの必要性などにか
かわらず、
多様な子ども・家庭・保育者・事業機
能を、広尾・外大・元麻布の3園が一
つのチームとして共有・連携する体制
づくりに取り組む。
各園が持つ機能や強みを見える化し、
役割分担と連携の流れを整えなが
ら、
「どの園に相談しても、必要な支援や
活動につながる」状態を実践として積

年間 3件以上
(各園1件以上）

広尾・外大・元麻布の3園が一つの
チームとなり、それぞれが関わってい
る地域コミュニティや自治会、商店
会、清掃活動、祭り、文化施設、地域人
材などの地域資源を共有・整理する。
その上で、3園合同、または職員や子
どもが園を越えて行き来しながら混
ざり合い、地域活動への参画を実践
する。
こうした取り組みを継続的に行い、子
どもを中心に地域との関係を深めな
がら 3園共通の学びと経験として蓄

ｆ

地域団体
が主体的
に関わっ
た共創活
動の数

広尾・外大・元麻布
の3園が関わる地域
活動のうち、
園が主催するので
はなく、商店街・自
治会・地域住民など
が企画段階から参
画し、
3園が対等なパート
ナーとして関わった
活動の数を測る指
標である。
園発信の「参加型イ

広尾・外大・元麻
布の3園が一つ
のチームとなり、
地域コミュニティ
や自治会、商店
会、清掃・祭り・文
化施設・地域人材
などと連携しな
がら、子どもを中
心に地域とつな
がる活動を共に
行い 地域こども

広尾・外大・元麻布の3園がそれ
ぞれ単独で地域と関わるのでは
なく、
一つのチームとして地域に出て
いくことを目標とします。
自治会や商店会、清掃活動、祭
り、文化施設、地域人材など、
地域にあるさまざまな人・場所・
活動と連携しながら、
子どもを中心に人が集い、つな
がる機会を共につくります。
保育園が地域活動の「参加者」に
とどまるのではなく、
子どもを起点に人と人をつなぐ

「地域資源の可視
化と関係整理」
3園が関わっている
地域コミュニティや団
体、資源を洗い出
し、合同・混在で関
わるための役割と関
係性を整理する。3
園合同・⾏き来型
で参加するための基

「合同・混在での地
域参画の実践」園
合同、または職員・
子どもが園を越えて
混ざり合いながら、
各園の地域活動へ
の参画を実践する。
→園単位の参加か
ら、チームとしての地
域参画へ

「関係の深化と活
動の広がり」
継続的に関わる地
域活動や団体を明
確にし、子どもや職
員が園を越えて関わ
る機会を増やしなが
ら、地域側との役割
分担や協働のかたち
を整理する。→一緒

「振り返りと次年度
への引き継ぎ」3園
チームとしての地域
参画を振り返り、次
年度も継続できる
形に整える。→一過
性にせず「3園の文
化」にする

年間 2件以上

「共生実践の整理
と共通化」
3園で⾏っている共
⽣の実践を整理・
共有し、共通の考え
方と方向性をそろえ
る。→3園で「同じ
共⽣モデル」を持つ

「合同・混在による
共生の実践」
3園合同、または職
員・子ども・地域の
人が園を越えて混ざ
り合う活動を実践す
る。→共⽣を「体験
できる姿」として⾒え
る化する

「地域への共有と広
がり」
共⽣の実践を地域
と分かち合い、地域
に広がるモデルとして
発信する
→園の中の実践を
地域の価値にする

「モデル化と次年度
への展開」　3園で
実践してきた共⽣の
取り組みを整理し、
地域に広げるモデル
として次年度につな
げる。→一過性で終
わらせず「地域に渡
せるモデル」にする

広尾・外大・元麻布の3園が一つの
チームとなり、園内で行ってきた共生
の実践を整理・共有する。
その上で、3園合同、または職員・子ど
も・地域の人が園を越えて混ざり合う
活動を実施し、
共生の姿を実際に見て関われる形で
示す。
さらに、その実践を地域や関係者と分
かち合い、発信・共有することで、
特別な取り組みではなく、だれもが取
り入れられる共生モデルとして地域
に広げ、
次年度以降も継続できる形に整えて
いく。

③ 多様な人が関わり合う「共生のモデル」を地域に広げる

新
規

3
地域における、多様
性・多元性の基点に
なる

地域の中に入
りながら共に
活動し、共生
の姿を特別な
取り組みとし
てではなく、
誰もがまねで
きる日常の関
わりとして地
域に広げてい
く。

地域の人と一緒に行動し、自然
な関わりの中で共生の姿を見て
もらうことを大切にしていきま
す。
地域活動に参加し、子ども・職
員・地域の人が立場や背景を越
えて混ざり合う場をつくります。
大がかりなイベントや特別な仕
組みに頼るのではなく、
「これなら自分たちにもできそ
う」と感じてもらえる形で関わり
を積み重ねることで、
共生が特別ではなく、地域の中
に自然に根づく文化として広
がっていくことを目指します。
こうした実践を通して、
多様性が特別なものではなく「あ
たりまえ」として受け入れられる
空気を地域に広げ、
地域全体にとっての多様性・多
元性の拠点となることを目指し
ます。

共生の実
践が地域
で「モデ
ル」とし

て受け取
られ、次
の行動に
つながっ
た件数

年度末までに、
3園で協議した上
で発信した共生の
実践が、
地域からモデルと
して認識され、
具体的な次の行動
につながる事例が
複数生まれている
状態。
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●いきいきコンパス2025-30 中期経営プラン 重点項目一覧表（案）
施設名及び部 施設及び部門の目的や存在意義

№1

目次名 P 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

●法人事務局／Ｂ．事業体を、正和学園だけでなく、「グループ全体として捉え直すための徹底した再構築」
▶事務局の一室化

▶規程・ルール等の統合 ▶規程・ルール等の更新 ▶規程・ルール等の更新 ▶規程・ルール等の更新
▶人事等システムの導入

▶定着へ（調整） ▶定着

▶組織の改編 ▶組織・体制の更新 ▶組織・体制の更新 ▶組織・体制の更新 ▶組織・体制の更新
▶業務の最適化 ▶ジョブローテーション ▶各業務の理解深化 ▶定着

▶各種戦略⽴案
 ▷事業計画の推進  ▷事業計画の推進  ▷事業計画の推進・更新  ▷定着へ（調整）  ▷定着

▶適切な職員配置等
 ▷運営費の精査  ▷運営費の適正化  ▷運営費の適正化更新  ▷定着へ（調整）  ▷定着

▶管理会計の確⽴（社福を踏まえた会計へ）
 ▷辻・本郷の連携・更新  ▷辻・本郷の連携推進  ▷辻・本郷の連携推進  ▷辻・本郷の連携推進  ▷定着へ（調整）

▶予算主義の実現
▷施設別会計の元資料づくり ▷予算書の一部試⾏ ▷予算書の運用開始 ▷予実管理の運用・更新 ▷予実管理の精査運用

▶運営管理（会計、労務、税務他の運営管理）
▷会計、労務、税務他（BPOの導入とDX化を促進する）
財・会︓辻・本郷の連携・修正  ▷辻・本郷の連携運用  ▷辻・本郷の連携推進  ▷定着  ▷定着

労・務︓ ▷辻・本郷の連携準備・調整  ▷辻・本郷の連携運用  ▷辻・本郷の連携推進  ▷定着

税・務︓辻・本郷の連携・修正  ▷辻・本郷の連携運用  ▷辻・本郷の連携推進  ▷定着  ▷定着

▶安全管理（保育の安全管理と探究型保育について追及する機会の創出）
 ▷専門的知⾒の理解深化  ▷適切保育の促進策  ▷適切保育の更新  ▷適切保育の更新 ▶定着

▶人材開発（法人内職員の研修プログラムを開発、AIなど）
▷DX研修構築、各研修構築 ▷各種研修の推進・更新 ▷各種研修の推進・更新 ▷各種研修の推進・更新 ▷各種研修の推進・更新

▶組織開発（グループ組織の構築と業務分掌の整理）
 ▷組織の改編、業務整理  ▷組織・体制の更新  ▷組織・体制の更新  ▷組織・体制の更新  ▷組織・体制の更新

▶中⻑期修繕に係る計画づくり
▶①健診受診・予算化 ▶②健診受診・予算化 ▶③健診受診・予算化
▶計画案の策定 ▶計画の更新・運用 ▶計画の更新・運用 ▶計画の更新・運用

●法人事務局／Ｄ．事業を「自グループの生き残りの為」ではなく、業界発展のため「なくてはならない必要とされる法人」としてのソーシャルアクション」を軸に

▶児童発達支援事業 みんぐるG内増設、展開
▷みんぐる・つながり設置検討 ▷みんぐる・別施設検討 ▷みんぐる・別施設検討 ▶定着

 ▷企画⽴案  ▷訪問支援の実現、定員再考　 ▷相談支援の実現 ▶定着 ▶定着

▶放課後ディサービスへの展開
 ▷設置検討  ▷設置 ▶定着 ▶定着

▶就労支援(出資会社連携)
 ▷設置サポート  ▷連携への展開  ▷連携への展開・更新

▶目的外利用
 ▷利用検討  ▷設置 ▶定着

▶地域の食育活動
 ▷こども食堂継続検討  ▷こども食堂＋食育 ▶定着  ▷新企画案

▶冒険あそび場の活動
 ▷運営サポート ▶定着 ▶定着 ▶定着

▶理念に触れるきっかけの創出→いきいきプログラム（自然体験のプログラムなど）
 ▷コンセプト設計検討  ▷設置 ▶精査・定着 ▶定着

▶施設開放や遊び企画（目的外利用など）
 ▷コンセプト修正検討  ▷設置 ▶定着

●法人事務局／Ｅ．全国的・国際的なアライアンスの構築で、保育・教育の分野を新たな領域へいざなう先導役として、コンパスを操る。
▶G内外法人及び地域団体連携
 ▷あたほいの展開

 ▷地域団体・法人の展開  ▷地域団体・法人の飛躍 ▶定着

▶G内の活動計画⽴案
 ▷NPO…緑地管理・講座開催／有償ボランティア制度展開…シニア活躍  ▷高齢者の活躍の場を創出

 ▷子会社計画  ▷有償ボランティア制度展開  ▷有償ボランティア制度展開 ▶定着

単⽉⿊字化
＊1

つなよよ、PAL2園について
の単⽉⿊字化を達成する
ひろがり保育園の園児数
＝定員数

3施設の
単⽉⿊字化
＊1
ひろがり保育園２園
の園児数

①部門別会
計の確⽴
②補正予算
の運用
③執⾏管理

部門別の会計を確⽴する
とtもに、四半期に⼀度の
予算編成を適正化し執⾏
管理を運用する

①部門別会計の確
⽴
②理事会での予算
提⽰ 4回／年
③執⾏管理として⽉
次レポート実施

進捗管理

％ 説明

主要パフォーマンス(KPI) 財源/予算案

指標名 指標説明 目標値 実績
財源
または
削減額

項目名 概算額
執
⾏
⽉

規程、マニュ
アル等の改
正・新設等
の項目数及
び達成率
※1

グループ統⼀にて新たなマ
ニュアル化、既存改訂等、
その項目数や更新等の達
成度を指標にする　※1

項目数 16
達成数 100％
※1

BPOの
進捗達成度
※2

BPO化するもの、しないも
のを踏まえて整理の上、
BPO化としての進捗達成
率を指標とする
※2

事業
推進

事業
推進

事業
推進

専門的知⾒から派⽣する
研修を実施すること。及び
専門的知⾒に関する⽉次
レポートを取り纏める

①研修実施数
4回／年
②⽉次報告シート
提出　12回／年
③マニュアル等反映
件数　4件／年

※2 ※2 ※2

事業
推進

＊1
ひろがり保育プロジェクトの
計画と連動

地域になくてはならない存在（なくな
ると困る存在）になる

事業開発
他団体連携とのつながり
づくり
多職種連携のつながりづ
くり

SI
推進

グループ内法人や地域団体と各保育
施設が連携することで地域になくては
ならない存在（なくなると困る存
在）になる

10
事業開発
(グループ内法人やアライ
アンスを軸としたもの)

アライアンス型の事業開発
を通じてグループの機能と
役割を進化させる。

グループ内外の法人、全国的な
団体、⾏政、⺠間企業等との共
創や公⺠連携を推進し、保育
施設の枠を超えて社会に広がる
新たな事業と価値を創出する。

事業
推進

多機能化の
件数

障害者サービス及びコミュニ
ティサービスにおいて多機
能化された施設等に対す
る施設数などの件数を指
標とする

件数 4件7

なくてはならない法人
への進化

正和⾏学グループにおける地域
貢献活動を通じて、地域との連
携に発展させ、地域に欠かせな
い存在になる。

8

それぞれの施設が地域の
中の居場所をつくり、脱施
設を図る

正和⾏学グループの⾷育活動を
活用して、地域との連携に発展
させ、地域に欠かせない存在に
なる。

9

多機能化する

計画策定
と予算書反
映、実⾏

学園全体の中⻑期修繕
計画の策定とそれを予算
書に反映させ、実⾏にうつ
す。

①中期修繕計画の
確⽴
②予算化
③実⾏

事業
推進施設保全に係る計画をつくる

中⻑期修繕計画が⽴てられ、それを
元に修繕等が実施されている状況に
なる

①研修実施
②⽉次報告
シートの作
成
③マニュアル
等の反映件
数

少⼦化の中で、、施設の利用⾯
積が減少することから、その空き
スペースを利用しての多機能化
を進める。
目的外利用を脱し、地域に浸
透する機能を模索し、実現する

6
グループとしての事務局
危機管理体制構築

持続可能な施設運営を強
化する

それぞれの専門的知⾒について、管
理職が深く理解している状況になる

事業
推進4

予算配分を軸とした持続
可能な施設運営

財務の統合化を進めるため管理
会計の確⽴を目指し、予算主
義を実現する。収入予算として
の補助⾦試算と最⼤限に活用
できる仕組みづくり

人財開発・働き方改革

5
顧問招聘による
運営の⾼度化

運営、安全、会計、人財開発、
組織開発において専門的人材
を招聘し⾼度化する

2

グループとしての運営の
高度化

独⽴採算として、各施設が⿊字化し
ている3

ひろがり保育PJの新施設を
含めた収支改善

新施設を含めたひろがり保育PJ
の収支を改善する

事務業務の脱属人化
(事務局のDX化）

グループとしての事務体制ととも
業務のジョブ化を進める。BPO
導入によって属人化を脱する

自らの役割以外の業務内容を深く理
解するとともに、誰でも業務が担当で
きる状況になる

管理会計が確⽴している
予算主義の運営ができている

事業
推進

法人別組織ではなくグループ組
織としての体制をつくる

法人個々ではなく、グループ内の事
務業務が総じて統合し、⾒通せる姿
になる

1
事務局体制の
再構成

保育・教育のグループ体制
の事務局として⼀本化する

担当
部門 備考

事業
推進

5か年計画
2030の姿

法人事務局は、保育・教育・福祉の現場が本来の⼒を発揮し、⼀人ひとりが「いきいき」と⽣きるWell-being社会を実現するための原動⼒である。制度や仕組みを整え、仕掛けを創出することで情報や人をつなぎ、挑戦が⽣まれ続ける環境をつくり、現場の想いと実践が途切れることなく循環するエンジンであり、推進⼒となっている。目⽴たなくても、答えを急がなくても、学園
の未来に向けて問いを持ち続け、挑戦を可能にする⼒であり続けること。それが、法人事務局の存在意義である。

2026年3⽉31⽇案　№1

いきいきコンパス
2025-30

新
規
/
既
存

実施項目 目標 中期プラン

正和⾏学グループ　法人事務局／特命事業部
目的や存在意義の説明

№ 重点項目 目標 目標の説明

Well-being社会(=いきいき社会)の実現に挑む原動⼒となる

- 1 -50



目次名 P 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

●法人事務局／Ｆ．新たな技術⾰新を積極活用し、変化を厭わない組織体制の確⽴
▶会計、労務、税務他（BPOの導入とDX化を促進する）
財・会▷辻・本郷の連携・修正  ▷辻・本郷の連携推進  ▷辻・本郷の連携推進  ▷定着  ▷定着

労・務▷ ▷辻・本郷の連携調整・開始 ▷辻・本郷の連携推進 ▷辻・本郷の連携推進 ▷定着

税・務▷辻・本郷の連携・修正  ▷辻・本郷の連携推進  ▷辻・本郷の連携推進  ▷定着  ▷定着

▶保育事務DX
 ▷現場事務の省⼒化⽴案  ▷現場事務の省⼒化更新  ▷現場事務の省⼒化更新  ▷現場事務の省⼒化更新  ▷現場事務の省⼒化更新

▶みんな違って、みんないい。多様性人材の確保と多様性人材の適材適所活用
 ▷マインドセット計画⽴案 　▷発信の展開  ▷発信の更新 ▶定着 ▶定着

▶福利厚生の充実化による定着率の堅持
 ▷褒章制度等の⽴案 ▷褒章制度等の整備・更新 ▷褒章制度等の運用・更新 ▷褒章制度等の運用・更新

▶夢を捨てないプログラム→描けるキャリアプラン（資格取得支援制度構築による人財の確保と育成）
▷取得支援制度等の⽴案 ▷取得支援制度等の整備・更新 ▷取得支援制度等の運用・更新 ▷定着

▶夢を捨てないプログラム→チャレンジ制度の構築
▷正和⾏学サロン（管理職候補）の実施 ▷社内ﾍﾞﾝﾁｬｰ制度等の⽴案 ▷整備・更新 ▷運用・更新

●特命事業部 ITシステム保守管理室
▶アプリなどツールの注意点と利用⽅法の理解を促す
 ▷アプリ・ツールの展開 ▷アプリ・ツールの通常利用実現  ▷アプリ・ツールの完全利用実現  ▷アプリ・ツールの改善 ▷アプリ・ツールの自発的検討

▷セキュリティ促進 ▷セキュリティ促進 ▷セキュリティ促進 ▷セキュリティ促進 ▷セキュリティ促進

▷リスキリング向上 ▷リスキリング向上 ▷リスキリング向上 ▷リスキリング向上 ▷リスキリング向上

▶施設巡回 ▶施設巡回 ▶施設巡回 ▶施設巡回 ▶施設巡回
▶資産管理ツールの再構築と徹底
▷管理方法⾒直し ▷試⾏ ▷改善 ▷プロセス再試⾏ ▷プロセス定着

▷管理状況共有 ▷管理状況共有⾒直し ▷管理状況共有改善 ▷管理状況共有再試⾏ ▷管理状況共有定着

▷プロセス構築 ▷プロセス試⾏ ▷プロセス⾒直し ▷プロセス再試⾏ ▷プロセス定着

▶業務の負担を軽減すると判断したアプリ・システムの積極利用と運用サポート
▷管理方法⾒直し ▷試⾏ ▷改善 ▷プロセス再試⾏ ▷プロセス定着

▷環境整備、進化土台構築 ▷管理状況共有⾒直し ▷管理状況共有改善 ▷管理状況共有再試⾏ ▷管理状況共有定着

▷標準化 ▷プロセス試⾏ ▷プロセス⾒直し ▷プロセス再試⾏ ▷プロセス定着

●法人事務局 採用・広報／Ｄ．地域にとって「なくてはならない法人、なくなると困る法人」に
▶リール動画の定期的な配信のための環境整備

▶新SNS等配信企画・運用

▶SNSインサイト・Googlemap・HPインサイト管理※１
※１ 外部委託した動画の知⾒から内部動画の作成への反映

▶法人外ファン組織の企画・創出

▶Googlemap棟の活用
▶新ネット環境企画・運用

▶入園説明の計画・実施、地域型イベントの企画
▶イベント以外の集客企画

▶地域向イベントの周知・実施・企画
▶シーズナルスクール企画

▶園の種類ごとの企画
▶各種集客イベント企画

▶新規集客イベント企画

●法人事務局 採用・広報／Ｆ．変化を厭わない組織体制の確⽴
▶魅⼒発掘プロジェクト開始

▶法人内ファン組織の企画・創出
▶内定者懇親会等、適宜精査し設定

▶研修受講者の撮影・発信
▶マナー研修受講

▶各種集客研修

▶LPページの作成、LINE連携
▶インスタ配信開始

▶新SNS企画・運用

⾏学グループ
70％堅持

リール動画等SNSが有効に活用さ
れ、正和⾏学グループのブランディン
グに寄与しイメージを創り出してい
る。

財源
または
削減額

支出
⾒込

SNS等が有効に活用され、グループ
のブランディングが成功している。
そして園の種類に応じて、地域を巻
込んだイベントなどを実施しながら集
客に成功しており、効果的な時期と
人数を⾒据えた園児募集が実現し
ている。

財源
または
削減額

支出
⾒込

財源
または
削減額

職員が正和⾏学グループの魅⼒につ
いて自然と語ることができ、それを
SNS等で効果的に動画発信できる
状況となっている。そしてそれが採用
や園児募集に寄与している。

事業
企画

直応募の
件数

HPから直接応募してきた
件数割合

Ｆ．新たな技
術革新を積極
活用し、変化を
厭わない組織体
制の確⽴

AIをはじめとする
先端技術活用・DX開発

14

15

16

17

18

セキュリティ
理解

セキュリティ理解
フィッシング訓練正答率
指標説明
模擬スパムメール訓練
正しい対応率

資産管理 IT端末の資産管理の徹
底

ICTに対する「ハードル」が低くなり、
積極的に利用している。安全を担保
し疲労軽減を実現している。

スムーズが資産管理が実現してい
る。資産化、償却、除却を徹底する
ことで、資産管理・会計などが理想
的な状況となっている。

既存アプリ・システムは引き続き運用
など進めて参ります。

事業
企画

事業
企画

IT

事業
推進

19

利用定着率

対象︓
Google Workspace
Garoon
ZOOM
BRAIN（勤怠）

目標値
半年︓85%
1年目︓95%
2年目︓100％
4年目︓110％「
5年目︓120％

財源
または
削減額

支出
⾒込

インスタフォロ
ワー数
Googlema
p星の数
youtube閲
覧数500回
以上動画数

インスタのフォロワー数をアカ
ウントごとに管理。園発信
のサポートをする。
施設ごとのGooglemapの
星の数を毎⽉1日に計測。
Youtube閲覧数通算
500回再⽣到達動画数

インスタフォロワー数
正和学園　2,000
PAL　　　　 1,000
花の木　　　1,000
南浦和　　　　500
門仲　 　　　　500
Googlemap　核
施設3.5以上
youtube閲覧数
500回以上年6回
作成
以上、年間数値

ひろがり保育プロジェクト
の園児募集

ひろがり保育PJの新施設を含
めたグループ全体の

園児募集

特に新施設を含めたひろがり保育PJの園
児募集を年間計画をたてながら機動的な
広報戦略にもとづく仕組みをつくる。

いきいき組織をつくる 採用⼒強化
〜仲間づくり〜

自ら誇れる組織づくりと共に、それを発
信することで「ここで働きたい︕」を醸
成する。

なくてはならない法人
への進化

広報、発信⼒を
強化する

正和⾏学グループの出来事発信か
ら、ファン化を目論み、フォロワーをつく
る。

支出
⾒込

財源/予算案

人材登用の
割合

国籍他、多様な職員の登
用と、そのバランス設定

外国人雇用率
5％
障害者の
法定雇用率
2.6％堅持

執
⾏
⽉

IT

実績
財源
または
削減額

項目名 概算額指標名 指標説明 目標値

主要パフォーマンス(KPI)

2026年3⽉31⽇案　№2

IT

IT

園児数

認可保育園︓年間園児
数延べ人数前年超

認可外保育園︓年間週
５換算園児数対前年超

自然
正和　2,462人
つながり
PAL広尾
PALTUFS
シェアよよぎ
門仲
南浦和

目標値
初年度︓80%
2年目︓90%
3年目︓95％
4年目︓95％
5年目︓100％

財源
または
削減額

支出
⾒込

目標値
初年度︓95%
2年目︓95%
3年目︓100％
4年目︓110％「
5年目︓120％

財源
または
削減額

支出
⾒込

業務負担の軽減を
DXで具現化する

ICTリテラシー
の強化

情報や技術を正確に理解することによ
り、安全・迅速な業務を⾏う組織をつ
くる

ICT資産の
管理強化

資産管理を徹底することで、障害時の
迅速な対応を促し、盤石な組織体制
をつくる

新システムの
積極的な検討と
導入、維持

DX化を推進することにより「⼦どもと向
き合う時間」を産み出す組織をつくる

担当
部門 備考

自ら誇れる組織づくり
フルタイム
職員の
定着率

フルタイムの職員を基準
に、⻑きに渡り就業する職
員として1年目、3年目の

定着率を指標とする

目標値
初年度︓●●％
2年目︓●●％
3年目︓●●％
4年目︓●●％
5年目︓●●％

12

いきいき組織をつくる

業務委託可能な業務を委託
し、職員にしかできない業務に役
割を昇華する

各種業務のBPO化、DX化が進み、
担当者の役割が変化し、今まで手を
出せなかった業務や、よりクリエイティ
ブな業務へと転換している状況

13
⻑く働きたいと思えるWell-
being組織(=いきいき組織)を
つくる

11
業務のDX化と該当業務
の再構築

インクルーシブ、ニューロダイバー
シティをふまえた人財を積極的に
活用しお互いから学び合ういきい
き組織をつくる

職員の定着率が安定し、⻑く働いて
いないともったいないと思える状況に
なる

いきいきコンパス
2025-30

新
規
/
既
存

実施項目 目標 中期プラン

№ 重点項目 目標 目標の説明
5か年計画

2030の姿
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